予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　新スポーツツーリズム戦略的誘客促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　観光国際局　海外戦略推進課　欧米誘客係　電話番号：058-272-1111（内2355）
　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費    　　9,893千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,893
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,893

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　・２０１９年にラグビー・ワールドカップ、２０２０年に東京オリンピック・パラリンピックを控え、欧米を中心に外国人観光客が増加すると予想される。
　・これらの機会に訪日するスポーツ愛好家に向けて、本県の観光情報発信をするとともに、サイクリングなどスポーツアクティビティを強化することで、今後成長が見込まれるスポーツツーリズムの推進による更なる訪日客増加を目指す。
（２）事業内容

　①国際スポーツイベントを活用した誘客プロモーション事業【3,000千円】

　・2019年のRWC、2020年のオリ・パラを契機に、イベント会場を訪れる外国人観光客を当県へ引き込むため、RWCの会場となる愛知県、オリ・パラの会場となる東京や、中部経済連合会、近隣自治体と連携して誘客事業を実施する。
　②サイクルツーリズム戦略的誘客促進事業【6,893千円】

・複数の市町村や中山道をめぐるサイクリングツアーは、怪我や自転車の盗難対策など特別な配慮が必要になる。このためサイクリング専門の旅行会社に委託してモデルコース及びサイクリングマップを作成するとともに、モニター旅行を実施して、コースの精度を高めるとともに、パッケージプランとして、海外の旅行会社に売り込みを図る。
（３）県負担・補助率の考え方

　・複数の市町村にまたがるサイクリングコースを造成するものであるので、県が率先して実施すべきものであり、県負担は妥当。　
（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	9,893
	1 国際スポーツイベントを活用した誘客促進事業【3,000千円】
2 サイクルツーリズム戦略的誘客促進事業【6,893千円】

	合計
	9,893
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　・長期構想
　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略

　　最重要プロジェクト

（３）「海外展開・販路拡大支援プロジェクト」

（６）「観光産業の基幹産業課プロジェクト」

（２）国・他県の状況

　・他都道府県においても同様の事業を実施しており、県が事業予算を負担
（３）後年度の財政負担

　・次年度以降も継続して実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
　・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、必要経費を負担する。

事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　２０２０年までに宿泊者数１５０万人とする目標を達成するため、外国人観光客に対して、サイクリングコースを造成し、プロモーションすることにより、スポーツツーリズムを推進し、更なる観光客の来訪につなげる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	外国人延べ宿泊者数

（観光庁宿泊旅行統計）
	 －万人
（H - ）
	93万人
（H27）
	101万人
（H28）
	98万人
（H29）
	150万人
（H32）
	65.3%


○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇


	国は、２０２０年のオリンピック・パラリンピックを見据え、訪日外国人旅行者４，０００万人の目標に向けた取組みを強化しており、スポーツツーリズムの機運も高まっているため、岐阜県もこれを好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　２０１９年のラグビー・ワールドカップ、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを契機として、多くのスポーツ愛好家の訪日が予想されている。その際、岐阜を旅先として選んでもらうためには、積極的な情報発信や、サイクリングツアーなどのスポーツアクティビティの強化が不可欠である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

海外からの誘客については、継続的かつ集中的な取組みが必要であり、引き続き県内観光事業者との連携・協力により、ターゲット国に注力した取り組みを実施する。


